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１ 調査概要 

 

（1）調査の目的 

   ・本調査は、豊中市の産業立地に関する評価、魅力を知り、産業立地促進を図るうえでの課題の

把握を目的として実施した。 

 

（2）調査方法および調査期間 

   ・郵送による配布・回収。 

・平成 27 年（2015 年）9 月 16 日（水）～10 月 7 日（水） 

 

（3）調査の対象および抽出方法 

   ・市内に立地する事業所 1,000 件（うち、創業時期「H16 以前」500 件、「H17 以降」500 件） 

   ・地域別の事業所数割合（平成 24 年経済センサス・活動調査）に即して、無作為抽出。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）回収状況 

   ・有効発送数、回収数は、下表のとおりで、回収率は 28.0％（回収数／有効発送数）であった。 

 

発送数（件） 未達数（件） 有効発送数（件） 回収数（件） 回収率（％） 

1,000 98 902 253 28.0 

 

    

 

 

 

  

［図表の見方］ 

 〇図表中の「Ｎ」は、各設問の回答数である。 

 〇回答の比率（％）は、その設問の回答数を基数として算出しているので、複数回答の場合

は、すべての比率合計が 100.0％を超える場合がある。 

北部地域 北東部地域 東部地域 中北部地域 中部地域 西部地域 南部地域 総計

1,072 1,388 955 2,814 3,165 1,912 2,957 14,263

7.5% 9.7% 6.7% 19.7% 22.2% 13.4% 20.7% 100.0%

722 922 702 1,941 2,264 1,400 2,266 10,217

7.1% 9.0% 6.9% 19.0% 22.2% 13.7% 22.2% 100.0%

抽出数 35 45 34 95 111 69 111 500

267 371 207 692 711 375 514 3,137

8.5% 11.8% 6.6% 22.1% 22.7% 12.0% 16.4% 100.0%

抽出数 43 59 33 110 113 60 82 500

83 95 46 181 190 137 177 909

9.1% 10.5% 5.1% 19.9% 20.9% 15.1% 19.5% 100.0%

上段：件数
下段：％

全体

平成16年以前

平成17年以前

不明
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２ 回答事業所の概要 

 

２-１ 回答事業所の状況 

 

○回答事業所の立地地域は、「中部」（23.7％）が最も多く、続いて「中北部」（20.9％）、「南部」

（17.4％）となっている。 

○創業時期は、「H16 以前」（51.8％）「H17 以降」（48.2％）で、ほぼ同数である。 

○従業員数は、「10 人未満」（79.4％）が全体の約 8 割を占めている。 

○事業所の形態としては、「店舗」（40.3％）が最も多く、続いて「事務所」（28.9％）となってい

る。 

○経営形態は、「個人事業主」（45.8％）が全体の約 5 割で、「法人事業主（市内に本店などの拠点あ

り）」（32.8％）が約 3 割、「法人事業主（市外に本店などの拠点あり）」（17.0％）が約 2 割となっ

ている。 

○業種は、「飲食等サービス」（23.3％）が最も多く、続いて「医療・福祉」（17.8％）、「不動産業、

物品賃貸業」（12.6％）、「卸売業・小売業」（12.3％）となっている。 

○現在地での営業年数は、「20 年以上」（38.3％）が最も多く、続いて「5～9 年」（25.7％）、「10

～19 年」（24.1％）となっている。 

 

 

■回答事業所の立地地域 

 

 

 

 

 

■回答事業所の創業時期 

 

 

 

 

 

 

■従業員数 

 

 

 

 

 

 

9.1 8.7 5.5 20.9 23.7 14.6 17.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

北部 北東部 東部 中北部 中部 西部 南部

51.8 48.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

創業H16以前 創業H17以降

79.4 13.4 4.3 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

10人未満 10～49人 50人以上 無回答
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■事業所の形態 

 

 

 

 

 

 

■経営形態 

 

 

 

 

 

 

■業種 

 

 

 

 

 

 

 

■現在地での営業年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.9

3.2

28.9 40.3 13.8 5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

工場・作業所 倉庫・荷捌きスペース 事務所 店舗 その他 無回答

45.8 32.8 17.0

1.6
2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

個人事業主 法人事業主

（市内に本店などの

拠点あり）

法人事業主

（市外に本店などの

拠点あり）

その他 無回答

9.5 25.7 24.1 38.3 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

5年未満 5～9年 10～19年 20年以上 無回答

12.6 12.3 17.8 11.8 7.9 23.3 11.5 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

不動産業、物品賃貸業 卸売業、小売業 医療・福祉

建設・製造業 学術研究・教育 飲食等サービス業

その他 無回答
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２-２ 建物や周辺の状況 

 

○建物の延床面積は、「100 ㎡未満」（48.6％）が最も多く、続いて「100～199 ㎡」（13.0％）、

「200～999 ㎡」（12.3％）となっている。 

○土地・建物の所有形態は、「土地・建物とも賃貸」（54.2％）が最も多く、続いて「土地・建物

とも自社（己）所有」（31.2％）となっている。 

○用途地域は、「わからない」（45.8％）との回答が最も多いが、「商業地域」（10.7％）、「準工業地

域」（7.9％）、「第一種住居地域」（7.5％）がやや多い。 

○事業所のまわりの状況としては、「住居が主である」（43.9％）が最も多く、続いて「住宅との

混在地域」（30.8％）、「店舗や事務所などが主である」（15.4％）となっている。 

 

 

■建物延床面積 

 

 

 

 

 

■所有形態 

 

 

 

 

 

 

■用途地域 

 

 

 

 

 

 

 

■事業所のまわりの状況 

 

 

 

 

 

  

48.6 13.0 12.3
3.6

22.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

100㎡未満 100～199㎡ 200～999㎡ 1,000㎡以上 無回答

54.2 5.9 31.2 4.7 4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

土地・建物とも賃貸 土地は借家、建物は自社（己）所有

土地・建物とも自社（己）所有 その他

無回答

1.6

7.9 10.7 5.1 4.7 7.5

2.4

5.9

0.8

1.6 45.8 5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

工業地域 準工業地域 商業地域

近隣商業地域 準住居地域 第一種住居地域

第二種住居地域 第一種中高層住居専用地域 第二種中高層住居専用地域

第一種・第二種住居専用地域 わからない 無回答

7.1 15.4 43.9 30.8

0.8

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

工場や倉庫などが主である 店舗や事務所などが主である 住居が主である

住宅との混在地域 その他 無回答
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３ 立地理由について                                             

 

○事業所の立地理由として、「自宅内・自宅に近い」（19.0％）が最も多く、続いて「事業のしや

すさ（集客、顧客の多さなど）」（13.8％）、「先代から・もとからあるから」（13.4％）、「交通利

便性が高いから」（11.5％）となっている。【図 3‐1】 

○地域別にみると、他の地域と比較して割合が目立って高いものは、「自宅内・自宅に近い」は東

部、「交通利便性が高いから」は西部である。【表 3‐1】 

○業種別にみると、他の業種と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 3‐2】 

 ・「自宅内・自宅に近い」は、“不動産業、物品賃貸業”、“学術研究・教育”、“その他” 

 ・「事業のしやすさ（集客、顧客の多さなど）」は、“卸売業、小売業”と“学術研究・教育” 

・「先代から・もとからあるから」は、“不動産業、物品賃貸業” 

 ・「交通の利便性が高いから」は、“建設・製造業” 

 ・「物件・条件から」は、“医療・福祉” 

 ・「駅に近いから」は、“学術研究・教育” 

   ・「住宅地だから」は、“卸売業、小売業” 

○経営形態別にみると、「法人事業主（市外に本店などの拠点あり）」は「交通の利便性が高いか

ら」が占める割合が他の形態と比較して高い。【表 3‐3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.0%

13.8%

13.4%

11.5%

9.5%

7.5%

4.7%

4.0%

2.0%

15.0%

13.0%

0% 5% 10% 15% 20%

自宅内・自宅に近い

事業のしやすさ（集客、顧客の多さなど）

先代から・もとからあるから

交通利便性が高いから

物件・条件から

駅に近いから

住宅地だから

環境がよいから

土地勘があるから

その他

無回答

【図 3-1】立地理由 ※記述回答 

［その他の主な記述内容］ 

・再開発による移転 
・市役所に近いから 
・知人の紹介 
・豊中市の将来性、発展性を考慮 
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【表 3-2】業種別立地理由 ※記述回答 

【表 3-3】経営形態別立地理由 ※記述回答 

【表 3-1】地域別立地理由 ※記述回答 

上段：件

数

下段：％

自宅内・
自宅に
近い

事業のし

やすさ

（集客、

顧客の多

さなど）

先代か
ら・もと

からある
から

交通利
便性が
高いから

物件・条

件から

駅に近

いから

住宅地

だから

環境が

よいから

土地勘
があるか
ら

その他 無回答

48         35         34         29         24         19         12         10         5           38         34         

19.0% 13.8% 13.4% 11.5% 9.5% 7.5% 4.7% 4.0% 2.0% 15.0% 13.4%

5           2           2           1           3           -             3           1           -             3           3           

21.7% 8.7% 8.7% 4.3% 13.0% -             13.0% 4.3% -             13.0% 13.0%

5           4           2           2           1           1           -             2           -             4           4           

22.7% 18.2% 9.1% 9.1% 4.5% 4.5% -             9.1% -             18.2% 18.2%

5           2           -             -             1           -             1           1           -             2           4           

35.7% 14.3% -             -             7.1% -             7.1% 7.1% -             14.3% 28.6%

13         8           7           4           5           6           5           2           -             8           7           

24.5% 15.1% 13.2% 7.5% 9.4% 11.3% 9.4% 3.8% -             15.1% 13.2%

9           10         10         5           7           4           2           3           1           9           7           

15.0% 16.7% 16.7% 8.3% 11.7% 6.7% 3.3% 5.0% 1.7% 15.0% 11.7%

4           4           7           13         2           2           -             1           -             6           2           

10.8% 10.8% 18.9% 35.1% 5.4% 5.4% -             2.7% -             16.2% 5.4%

7           5           6           4           5           6           1           -             4           6           7           

15.9% 11.4% 13.6% 9.1% 11.4% 13.6% 2.3% -             9.1% 13.6% 15.9%

中部

西部

南部

Ｎ＝60

Ｎ＝37

Ｎ＝44

Ｎ＝253

Ｎ＝23

Ｎ＝22

全体

北部

北東部

Ｎ＝14

Ｎ＝53

東部

中北部

上段：件数

下段：％

自宅内・

自宅に近

い

事業のし

やすさ

（集客、

顧客の多

さなど）

先代か

ら・もとか

らあるか

ら

交通利便

性が高い

から

物件・条

件から

駅に近い

から

住宅地だ

から

環境がよ

いから

土地勘が

あるから
その他 無回答

48         35         34         29         24         19         12         10         5           38         34         

19.0% 13.8% 13.4% 11.5% 9.5% 7.5% 4.7% 4.0% 2.0% 15.0% 13.4%

9           2           8           3           -             1           -             -             1           3           6           

28.1% 6.3% 25.0% 9.4% -             3.1% -             -             3.1% 9.4% 18.8%

6           7           5           2           4           2           4           2           -             3           4           

19.4% 22.6% 16.1% 6.5% 12.9% 6.5% 12.9% 6.5% -             9.7% 12.9%

医療・福祉 Ｎ＝45 3 6 6 5 10 3 2 3 1 9 4

6.7% 13.3% 13.3% 11.1% 22.2% 6.7% 4.4% 6.7% 2.2% 20.0% 8.9%

建設・製造業 Ｎ＝30 6 3 4 8 2 1 1 -             1 5 1

20.0% 10.0% 13.3% 26.7% 6.7% 3.3% 3.3% -             3.3% 16.7% 3.3%

学術研究・教育 Ｎ＝20 6 4 -             1 2 4 1 -             -             2 3

30.0% 20.0% -             5.0% 10.0% 20.0% 5.0% -             -             10.0% 15.0%

飲食等サービス業 Ｎ＝59 9 9 6 7 5 5 3 5 -             12 8

15.3% 15.3% 10.2% 11.9% 8.5% 8.5% 5.1% 8.5% -             20.3% 13.6%

その他 Ｎ＝29 9 2 3 2 1 3 1 -             2 4 6

31.0% 6.9% 10.3% 6.9% 3.4% 10.3% 3.4% -             6.9% 13.8% 20.7%

-             2           2 1 -             -             -             -             -             -             2           

-             28.6% 28.6% 14.3% -             -             -             -             -             -             28.6%

全体

（電気・ガス・熱供給・水道水：2、情報

通信業：1、運輸業,郵便業：6、金融業,

保険業：2、その他：18）

無回答 Ｎ＝7

Ｎ＝253

不動産業、物品賃貸

業
Ｎ＝32

卸売業、小売業 Ｎ＝31

（医療：30、福祉：11、保育：4）

（建設業：14、製造業：16）

（学術研究,専門・技術サービス業：

12、教育,学習支援業：8）

（飲食サービス業：30、生活関連サービス

業,娯楽業：12、その他サービス業：17）

上段：件数

下段：％

自宅内・

自宅に
近い

事業のし
やすさ

（集客、
顧客の

多さな
ど）

先代か

ら・もと
からある

から

交通利

便性が
高いから

物件・条
件から

駅に近
いから

住宅地
だから

環境が
よいから

土地勘

があるか
ら

その他 無回答

48         35         34         29         24         19         12         10         5           38         34         

19.0% 13.8% 13.4% 11.5% 9.5% 7.5% 4.7% 4.0% 2.0% 15.0% 13.4%

24         16         14         7           10         9           7           8           2           20         14         

20.7% 13.8% 12.1% 6.0% 8.6% 7.8% 6.0% 6.9% 1.7% 17.2% 12.1%

19         9           16         12         12         6           4           -             3           7           10         

22.9% 10.8% 19.3% 14.5% 14.5% 7.2% 4.8% -             3.6% 8.4% 12.0%

3           8           3           9           2           4           -             2           -             9           7           

7.0% 18.6% 7.0% 20.9% 4.7% 9.3% 0.0% 4.7% 0.0% 20.9% 16.3%

1           -             -             1           -             -             -             -             -             2           -             

25.0% -             -             25.0% -             -             -             -             -             50.0% -             

1           2           1           -             -             -             1           -             -             -             3           

14.3% 28.6% 14.3% -             -             -             14.3% -             -             -             42.9%
無回答 Ｎ＝7

法人事業主（市内に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝83

法人事業主（市外に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝43

その他 Ｎ＝4

全体 Ｎ＝253

個人事業主 Ｎ＝116
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４ 事業所近隣のまちの変化について          

 

○事業所近隣のまちの変化として、「住宅の立地が進んでいる」（37.9％）、「大きな変化は見られ

ない」（35.2％）が並んで多く、続いて「空き店舗が増加している」（25.3％）、「空き家が増加し

ている」（17.0％）となっている。【図 4‐1】 

○地域別にみると、他の地域と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 4‐1】 

   ・「住宅の立地が進んでいる」は、北部と北東部 

   ・「新規店への更新が進んでいる」は、北東部 

   ・「大型店舗の進出がみられる」は、北東部 

・「大きな変化は見られない」は、東部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図 4-1】事業所近隣のまちの変化 ※複数回答 

［その他の主な記述内容］ 

【表 4-1】地域別事業所近隣のまちの変化 ※複数回答 

37.9%

35.2%

25.3%

17.0%

15.0%

12.6%

7.5%

1.6%

8.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40%

住宅の立地が進んでいる

大きな変化は見られない

空き店舗が増加している

空き家が増加している

大型店舗の進出がみられる

新規店への更新が進んでいる

遊休地（空き地）が増加している

大型店舗の撤退がみられる

その他

無回答

百

・土地を分割して販売。広い敷地の住宅がミニ開発で狭い建売住宅等を建築（5 件） 
・マンション建設、駐車場や空き地等が住宅へ（2 件） 
・住居の建て替えが目立つ／・空き部屋の増加／・建物が老朽化している 
・大規模開発によるコンビニ、大型薬局の建設／・店舗の入れかわり 

上段：件

数

下段：％

住宅の
立地が

進んで
いる

空き家
が増加し
ている

新規店
への更

新が進
んでいる

空き店
舗が増

加してい
る

大型店
舗の進

出がみ
られる

大型店
舗の撤

退がみ
られる

遊休地

（空き
地）が増
加してい

る

大きな変
化は見
られない

その他 無回答

96         43         32         64         38         4           19         89         21         2           

37.9% 17.0% 12.6% 25.3% 15.0% 1.6% 7.5% 35.2% 8.3% 0.8%

14         3           3           4           4           1           3           3           2           -             

60.9% 13.0% 13.0% 17.4% 17.4% 4.3% 13.0% 13.0% 8.7% -             

11         3           6           2           8           -             -             4           3           -             

50.0% 13.6% 27.3% 9.1% 36.4% -             -             18.2% 13.6% -             

6           1           1           2           2           -             -             8           -             -             

42.9% 7.1% 7.1% 14.3% 14.3% -             -             57.1% -             -             

24         8           8           16         3           1           2           21         7           -             

45.3% 15.1% 15.1% 30.2% 5.7% 1.9% 3.8% 39.6% 13.2% -             

18         10         9           18         5           2           5           24         4           -             

30.0% 16.7% 15.0% 30.0% 8.3% 3.3% 8.3% 40.0% 6.7% -             

9           8           2           8           8           -             4           15         3           -             

24.3% 21.6% 5.4% 21.6% 21.6% -             10.8% 40.5% 8.1% -             

14         10         3           14         8           -             5           14         2           2           

31.8% 22.7% 6.8% 31.8% 18.2% -             11.4% 31.8% 4.5% 4.5%

全体

北部

中北部

中部

Ｎ＝253

Ｎ＝23

Ｎ＝22

Ｎ＝14

Ｎ＝53

Ｎ＝60

北東部

東部

Ｎ＝37

Ｎ＝44

西部

南部
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５ 立地環境の魅力（メリット）について       

 

○立地環境の魅力（メリット）として「公共交通の利便性が高い」（66.0％）が突出しており、続

いて「緑・公園などが多く、まちの環境が良い」（32.4％）、「職場の近くに住むことができる」

（31.2％）、「道路・歩道の整備が十分されている」（29.2％）、「事業の対象となる顧客が多い」

（26.1％）となっている。【図 5‐1】 

○公共交通の利便性としては、「電車」（61.1％）の評価が最も高く、続いて「バス」（44.9％）、

「空港」（34.1％）となっている。その他として、「高速道路」「モノレール」などの記述がみら

れる。【図 5‐2】 

○地域別にみると、他の地域と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 5‐1】 

   ・「公共交通の利便性が高い」は、北東部と中北部 

   ・「人材が集まりやすい」は、北東部 

   ・「事業の対象となる顧客が多い」は、北東部 

   ・「緑・公園などが多く、まちの環境が良い」は、北部と北東部と東部 

・「防犯等、安全なまちである」は、北部と東部 

・「職場の近くに住むところができる」は、東部 

・「住宅が周辺に少なく、操業への配慮は不要である」は、西部 

・「道路・歩道の整備が充分されている」は、北東部 

○業種別にみると、他の業種と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 5‐2】 

   ・「公共交通の利便性が高い」は、“不動産業、物品賃貸業”、“卸売業、小売業”、“学術研究・

教育” 

   ・「事業に関係する情報が入手しやすい」は、“建設・製造業” 

   ・「事業の対象となる顧客が多い」は、“その他” 

   ・「緑・公園などが多く、まちの環境が良い」は、“学術研究・教育” 

・「防犯等、安全なまちである」は、“学術研究・教育”と“飲食等サービス業” 

・「職場の近くに住むところができる」は、“不動産業、物品賃貸業”と“建設・製造業” 

・「住宅が周辺に少なく、操業への配慮は不要である」は、“建設・製造業” 

・「道路・歩道の整備が充分されている」は、“不動産業、物品賃貸業”と“建設・製造業” 

・「関連事業所との連携が図りやすい」は、“建設・製造業” 

・「研究機関（大学など）との連携が図りやすい」は、“医療・福祉” 
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［その他の主な記述内容］ 

・商店街で銀行が近い。アーケードがある。／・都市（梅田）に近い。 
・来客が車で来やすい。運送業者の納品がしやすい。／・特にない（3 件） 

・高速道路（12 件）／・モノレール（6 件） 
・道路（2 件）／・車（2 件）／・新幹線 

【図 5-1】立地環境の魅力（メリット） ※複数回答 

66.0%

32.4%

31.2%

29.2%

26.1%

20.9%

11.5%

8.7%

7.9%

7.1%

4.7%

3.2%

2.8%

3.6%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

公共交通の利便性が高い

緑・公園などが多く、まちの環境が良い

職場の近くに住むことができる

道路・歩道の整備が十分されている

事業の対象となる顧客が多い

防犯等、安全なまちである

関連事業所との連携が図りやすい

人材が集まりやすい

他市と比較すると家賃等の…

事業に関係する情報が入手しやすい

住宅が周辺に少なく、…

研究機関（大学など）との…

異業種との連携・交流が図りやすい

その他

無回答

61.1%

44.9%

34.1%

13.8%

18.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

電車

バス

空港

その他

無回答

【図 5-2】利便性が高いと思う公共交通 ※複数回答 

［その他の主な記述内容］ 



10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【表 5-1】地域別立地環境の魅力（メリット） ※複数回答 

 

【表 5-2】業種別立地環境の魅力（メリット） ※複数回答 

 

上段：件

数

下段：％

公共交
通の利
便性が

高い

人材が
集まりや
すい

事業に

関係す
る情報
が入手し
やすい

事業の
対象とな
る顧客

が多い

他市と比

較すると

家賃等の

創業・運

営に係る

経費が安

い

緑・公園
などが
多く、ま
ちの環

境が良
い

防犯等、
安全な
まちであ

る

職場の
近くに住
むことが

できる

住宅が周

辺に少な

く、操業

への配慮

は不要で

ある

道路・歩

道の整
備が十
分されて
いる

関連事

業所との
連携が
図りやす
い

異業種と

の連携・
交流が
図りやす
い

研究機関

（大学な

ど）との

連携が図

りやすい

その他 無回答

167       22         18         66         20         82         53         79         12         74         29         7           8           9           6           

66.0% 8.7% 7.1% 26.1% 7.9% 32.4% 20.9% 31.2% 4.7% 29.2% 11.5% 2.8% 3.2% 3.6% 2.4%

12         3           2           7           -             10         8           4           -             3           4           1           1           -             1           

52.2% 13.0% 8.7% 30.4% -             43.5% 34.8% 17.4% -             13.0% 17.4% 4.3% 4.3% -             4.3%

18         4           2           8           1           11         6           7           -             9           2           -             -             -             -             

81.8% 18.2% 9.1% 36.4% 4.5% 50.0% 27.3% 31.8% -             40.9% 9.1% -             -             -             -             

9           -             1           1           2           11         5           6           -             4           2           -             1           -             -             

64.3% -             7.1% 7.1% 14.3% 78.6% 35.7% 42.9% -             28.6% 14.3% -             7.1% -             -             

41         6           3           15         3           13         13         14         -             16         2           1           5           1           -             

77.4% 11.3% 5.7% 28.3% 5.7% 24.5% 24.5% 26.4% -             30.2% 3.8% 1.9% 9.4% 1.9% -             

41         3           4           14         3           23         14         22         1           19         5           2           1           6           1           

68.3% 5.0% 6.7% 23.3% 5.0% 38.3% 23.3% 36.7% 1.7% 31.7% 8.3% 3.3% 1.7% 10.0% 1.7%

22         -             4           7           5           6           1           13         10         10         7           1           -             1           1           

59.5% -             10.8% 18.9% 13.5% 16.2% 2.7% 35.1% 27.0% 27.0% 18.9% 2.7% -             2.7% 2.7%

24         6           2           14         6           8           6           13         1           13         7           2           -             1           3           

54.5% 13.6% 4.5% 31.8% 13.6% 18.2% 13.6% 29.5% 2.3% 29.5% 15.9% 4.5% -             2.3% 6.8%

Ｎ＝14

Ｎ＝53

東部

全体

中北部

中部 Ｎ＝60

Ｎ＝37

Ｎ＝44

Ｎ＝253

Ｎ＝23

Ｎ＝22

西部

南部

北部

北東部

上段：件数

下段：％

公共交
通の利
便性が
高い

人材が
集まりや
すい

事業に
関係す
る情報
が入手し
やすい

事業の
対象とな
る顧客
が多い

他市と比

較すると

家賃等の

創業・運

営に係る

経費が安

い

緑・公園
などが
多く、ま
ちの環
境が良
い

防犯等、
安全な
まちであ
る

職場の
近くに住
むことが
できる

住宅が周

辺に少な

く、操業

への配慮

は不要で

ある

道路・歩
道の整
備が十
分されて
いる

関連事
業所との
連携が
図りやす
い

異業種と
の連携・
交流が
図りやす
い

研究機関

（大学な

ど）との

連携が図

りやすい

その他 無回答

167       22         18         66         20         82         53         79         12         74         29         7           8           9           6           

66.0% 8.7% 7.1% 26.1% 7.9% 32.4% 20.9% 31.2% 4.7% 29.2% 11.5% 2.8% 3.2% 3.6% 2.4%

24         2           4           7           5           10         8           14         -             12         2           -             1           1           1           

75.0% 6.3% 12.5% 21.9% 15.6% 31.3% 25.0% 43.8% -             37.5% 6.3% -             3.1% 3.1% 3.1%

24         4           1           7           3           9           8           8           1           7           1           -             -             3           -             

77.4% 12.9% 3.2% 22.6% 9.7% 29.0% 25.8% 25.8% 3.2% 22.6% 3.2% 0.0% 0.0% 9.7% 0.0%

医療・福祉 Ｎ＝45 29 5 2 12 2 17 7 17 -             12 4           -             6           1           1           

64.4% 11.1% 4.4% 26.7% 4.4% 37.8% 15.6% 37.8% - 26.7% 8.9% - 13.3% 2.2% 2.2%

建設・製造業 Ｎ＝30 13 1 6 8 4 9           1 14 7 11         9           3           1           1           1           

43.3% 3.3% 20.0% 26.7% 13.3% 30.0% 3.3% 46.7% 23.3% 36.7% 30.0% 10.0% 3.3% 3.3% 3.3%

学術研究・教育 Ｎ＝20 15 2 1 4 1 9           7 3 1 5           4           2           -             -             1           

75.0% 10.0% 5.0% 20.0% 5.0% 45.0% 35.0% 15.0% 5.0% 25.0% 20.0% 10.0% - - 5.0%

飲食等サービス業 Ｎ＝59 39 5 2 17 2 20         18 13 1 19         5           1           -             1           1           

66.1% 8.5% 3.4% 28.8% 3.4% 33.9% 30.5% 22.0% 1.7% 32.2% 8.5% 1.7% - 1.7% 1.7%

その他 Ｎ＝29 20 3 1 10 2 8 2 8 2 6 4 1 -             1 -             

69.0% 10.3% 3.4% 34.5% 6.9% 27.6% 6.9% 27.6% 6.9% 20.7% 13.8% 3.4% - 3.4% -

3 -             1 1 1 -             2 2 -             2 -             -             -             1 1

42.9% - 14.3% 14.3% 14.3% - 28.6% 28.6% - 28.6% - - - 14.3% 14.3%

Ｎ＝31

Ｎ＝7

不動産業、物品賃貸

業
Ｎ＝32

卸売業、小売業

（医療：30、福祉：11、保育：4）

（電気・ガス・熱供給・水道水：2、情報

通信業：1、運輸業,郵便業：6、金融業,

保険業：2、その他：18）

（建設業：14、製造業：16）

（学術研究,専門・技術サービス業：

12、教育,学習支援業：8）

（飲食サービス業：30、生活関連サービス

業,娯楽業：12、その他サービス業：17）

無回答

全体 Ｎ＝253
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６ 立地環境の問題点（デメリット）について      

 

○「特に問題はない」（31.6％）が最も多く、約 3 割の事業所は立地環境に問題点（デメリット）

を感じていない。一方で問題点（デメリット）としては、「駐車場や駐輪スペースの不足」

（25.7％）が最も多く、約 1／4 を占め、続いて「他市と比較すると家賃等の操業・運営に係る

経費が高い」（18.6％）があがっている。【図 6‐1】 

○地域別にみると、他の地域と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 6‐1】 

   ・「人材が集まりにくい」は、西部 

   ・「事業の対象となる顧客が少ない」は、中部 

   ・「他市と比較すると家賃等の操業・運営に係る経費が高い」は、北東部と東部 

   ・「駐車場や駐輪スペースの不足」は、中北部 

   ・「公共交通の利便性が悪い」は、東部と西部 

・「道路・歩道の整備が不十分」は、東部 

・「防犯等、安全面に不安がある」は、西部 

・「特に問題はない」は、東部 

○業種別にみると、他の業種と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 6‐2】 

・「事業の対象となる顧客が少ない」は、“卸売業、小売業” 

・「他市と比較すると家賃等の操業・運営に係る経費が高い」は、“学術研究・教育” 

・「駐車場や駐輪スペースの不足」は、“医療・福祉” 

 ・「特に問題はない」は、“不動産業、物品賃貸業”と“その他” 

○創業時期別にみると、「駐車場や駐輪スペースの不足」「他市と比較すると家賃等の操業・運営

に係る経費が高い」について「H17 以降」創業の事業所の方が「H16 以前」創業の事業所より

割合が高く、逆に、「事業の対象となる顧客が少ない」について「H16 以前」創業の事業所の方

が「H17 以降」創業の事業所より割合が高い。【表 6‐3】 
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【図 6-1】立地環境の問題点（デメリット） ※複数回答 

31.6%

25.7%

18.6%

15.8%

14.2%

13.8%

13.8%

12.6%

5.5%

4.7%

4.3%

2.8%

2.0%

2.0%

4.3%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40%

特に問題はない

駐車場や駐輪スペースの不足

他市と比較すると家賃等の…

事業の対象となる顧客が少ない

防犯等、安全面に不安がある

人材が集まりにくい

道路・歩道の整備が不十分

公共交通の利便性が悪い

住宅が周辺に多く、…

事業拡大のための土地が不足している

異業種との連携・交流が図りにくい

関連事業所との連携が図りにくい

事業に関係する情報が入手しにくい

研究機関（大学など）との連携が図りにくい

その他

無回答

百［その他の主な記述内容］ 

・自転車道と歩行者道の区分ができてない。／・商店街の自転車走行が危ない。 
・住宅街の中の道路が狭い。／・行政機関への交通利用が割高。 
・ゴミやたばこの投げ捨てが多い。／・店舗の前の道は買い物客が少ない。 
・街灯が少なく、少し暗くなった後、女性や子どもが外に出にくい。 

【表 6-1】地域別立地環境の問題点（デメリット） ※複数回答 

上段：件

数

下段：％

人材が集

まりにくい

事業に関

係する情

報が入手

しにくい

事業の対

象となる

顧客が少

ない

他市と比

較すると

家賃等の

操業・運

営に係る

経費が高

い

関連事業

所との連

携が図り

にくい

異業種と

の連携・

交流が図

りにくい

研究機関

（大学な

ど）との

連携が図

りにくい

住宅が周

辺に多く、

操業に配

慮が必要

である

事業拡大

のための

土地が不

足してい

る

駐車場や

駐輪ス

ペースの

不足

公共交通

の利便性

が悪い

道路・歩

道の整備

が不十分

防犯等、

安全面に

不安があ

る

特に問題

はない
その他 無回答

35         5           40         47         7           11         5           14         12         65         32         35         36         80         11         9           

13.8% 2.0% 15.8% 18.6% 2.8% 4.3% 2.0% 5.5% 4.7% 25.7% 12.6% 13.8% 14.2% 31.6% 4.3% 3.6%

4           -             3           4           1           -             -             2           2           7           3           4           1           8           1           2           

17.4% - 13.0% 17.4% 4.3% - - 8.7% 8.7% 30.4% 13.0% 17.4% 4.3% 34.8% 4.3% 8.7%

1           -             1           8           -             1           -             1           1           7           1           1           1           7           1           -             

4.5% - 4.5% 36.4% - 4.5% - 4.5% 4.5% 31.8% 4.5% 4.5% 4.5% 31.8% 4.5% -

2           -             -             4           1           1           -             1           -             3           3           4           1           6           -             -             

14.3% - - 28.6% 7.1% 7.1% - 7.1% - 21.4% 21.4% 28.6% 7.1% 42.9% - -

5           -             10         12         1           4           1           2           1           17         5           10         4           20         1           -             

9.4% - 18.9% 22.6% 1.9% 7.5% 1.9% 3.8% 1.9% 32.1% 9.4% 18.9% 7.5% 37.7% 1.9% -

5           1           14         5           -             1           -             3           2           11         3           9           6           17         6           2           

8.3% 1.7% 23.3% 8.3% - 1.7% - 5.0% 3.3% 18.3% 5.0% 15.0% 10.0% 28.3% 10.0% 3.3%

9           2           7           4           1           1           2           2           3           7           12         4           15         10         1           1           

24.3% 5.4% 18.9% 10.8% 2.7% 2.7% 5.4% 5.4% 8.1% 18.9% 32.4% 10.8% 40.5% 27.0% 2.7% 2.7%

9           2           5           10         3           3           2           3           3           13         5           3           8           12         1           4           

20.5% 4.5% 11.4% 22.7% 6.8% 6.8% 4.5% 6.8% 6.8% 29.5% 11.4% 6.8% 18.2% 27.3% 2.3% 9.1%

Ｎ＝14

南部

Ｎ＝23

Ｎ＝22北東部

Ｎ＝53

Ｎ＝60

北部

Ｎ＝44

Ｎ＝253全体

東部

中北部

中部

西部 Ｎ＝37
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【表 6-2】業種別立地環境の問題点（デメリット） ※複数回答 

【表 6-3】創業時期別立地環境の問題点（デメリット） ※複数回答 

上段：件数

下段：％

人材が集

まりにくい

事業に関

係する情

報が入手

しにくい

事業の対

象となる

顧客が少

ない

他市と比

較すると

家賃等の

操業・運

営に係る

経費が高

い

関連事業

所との連

携が図り

にくい

異業種と

の連携・

交流が図

りにくい

研究機関

（大学な

ど）との

連携が図

りにくい

住宅が周

辺に多く、

操業に配

慮が必要

である

事業拡大

のための

土地が不

足してい

る

駐車場や

駐輪ス

ペースの

不足

公共交通

の利便性

が悪い

道路・歩

道の整備

が不十分

防犯等、

安全面に

不安があ

る

特に問題

はない
その他 無回答

35         5           40         47         7           11         5           14         12         65         32         35         36         80         11         9            

13.8% 2.0% 15.8% 18.6% 2.8% 4.3% 2.0% 5.5% 4.7% 25.7% 12.6% 13.8% 14.2% 31.6% 4.3% 3.6%

1 1 5 3 -             1 1 1 2 2 3 4 2 16 2 -             

3.1% 3.1% 15.6% 9.4% - 3.1% 3.1% 3.1% 6.3% 6.3% 9.4% 12.5% 6.3% 50.0% 6.3% -

5 -             9 5 1 2 -             -             3 8 3 5 3 8 2 -             

16.1% - 29.0% 16.1% 3.2% 6.5% - - 9.7% 25.8% 9.7% 16.1% 9.7% 25.8% 6.5% -

医療・福祉 Ｎ＝45 7 0 3 10 1 3 1 4 3           19 8           6           7           10         1           1            

15.6% 0.0% 6.7% 22.2% 2.2% 6.7% 2.2% 8.9% 6.7% 42.2% 17.8% 13.3% 15.6% 22.2% 2.2% 2.2%

建設・製造業 Ｎ＝30 5 1 3 7 - - 1 2 2 5           6           4           5           9           -             3            

16.7% 3.3% 10.0% 23.3% - - 3.3% 6.7% 6.7% 16.7% 20.0% 13.3% 16.7% 30.0% 0.0% 10.0%

学術研究・教育 Ｎ＝20 4 1 4 8 2 1           - 2 - 6           - 3           3           3           2           -             

20.0% 5.0% 20.0% 40.0% 10.0% 5.0% - 10.0% - 30.0% - 15.0% 15.0% 15.0% 10.0% -

飲食等サービス業 Ｎ＝59 9 2 14 11 3 3           2 4 1 18         9           10         11         17         1           3            

15.3% 3.4% 23.7% 18.6% 5.1% 5.1% 3.4% 6.8% 1.7% 30.5% 15.3% 16.9% 18.6% 28.8% 1.7% 5.1%

その他 Ｎ＝29 3           - 2           3           - 1           - 1           1           4           3           3           5           15         2           1           

10.3% - 6.9% 10.3% - 3.4% - 3.4% 3.4% 13.8% 10.3% 10.3% 17.2% 51.7% 6.9% 3.4%

1 - - - - - - - - 3 - - - 2 1 1

14.3% - - - - - - - - 42.9% - - - 28.6% 14.3% 14.3%

Ｎ＝32

Ｎ＝31

（医療：30、福祉：11、保育：4）

（電気・ガス・熱供給・水道水：2、情報

通信業：1、運輸業,郵便業：6、金融業,

保険業：2、その他：18）

全体 Ｎ＝253

（建設業：14、製造業：16）

（学術研究,専門・技術サービス業：

12、教育,学習支援業：8）

（飲食サービス業：30、生活関連サービス

業,娯楽業：12、その他サービス業：17）

Ｎ＝7無回答

不動産業、物品賃貸

業

卸売業、小売業

上段：件数

下段：％

人材が集

まりにくい

事業に関

係する情

報が入手

しにくい

事業の対

象となる

顧客が少

ない

他市と比

較すると

家賃等の

操業・運

営に係る

経費が高

い

関連事業

所との連

携が図り

にくい

異業種と

の連携・

交流が図

りにくい

研究機関

（大学な

ど）との

連携が図

りにくい

住宅が周

辺に多く、

操業に配

慮が必要

である

事業拡大

のための

土地が不

足してい

る

駐車場や

駐輪ス

ペースの

不足

公共交通

の利便性

が悪い

道路・歩

道の整備

が不十分

防犯等、

安全面に

不安があ

る

特に問題

はない
その他 無回答

35         5           40         47         7           11         5           14         12         65         32         35         36         80         11         9           

13.8% 2.0% 15.8% 18.6% 2.8% 4.3% 2.0% 5.5% 4.7% 25.7% 12.6% 13.8% 14.2% 31.6% 4.3% 3.6%

16         3           27         20         2           6           1           8           7           29         14         19         18         40         3           5           

12.2% 2.3% 20.6% 15.3% 1.5% 4.6% 0.8% 6.1% 5.3% 22.1% 10.7% 14.5% 13.7% 30.5% 2.3% 3.8%

19         2           13         27         5           5           4           6           5           36         18         16         18         40         8           4           

15.6% 1.6% 10.7% 22.1% 4.1% 4.1% 3.3% 4.9% 4.1% 29.5% 14.8% 13.1% 14.8% 32.8% 6.6% 3.3%

H16以前 Ｎ＝131

H17以降 Ｎ＝122

全体 Ｎ＝253
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７ 事業継続の意向について 

 

○「現在地で、現状のまま事業継続」（84.6％）が最も多く、「現在地または市内で、規模を拡大

し事業継続」（3.2％）をあわせると、約 9 割の事業所が今後も豊中市での事業継続を予定して

いる。【図 7‐1】 

○「事業規模の縮小・廃業」は全体の 6.3％であるが、検討している事業所の経営形態として多い

のは、「個人事業主」（9 件／全体 16 件、56.3％）である。理由として、「高齢のため」「後継者

がない」などの記述がみられる。【図 7‐1】 

○業種別にみると、「事業規模の縮小・廃業」は、“建設・製造業”と“飲食等サービス業”にお

ける意向がやや高い。【表 7‐1】 

○「市外への移転」は全体の 1.6％であるが、検討している事業所の理由として、「人が少ない」

「土地がない」などの記述がみられる。【図 7‐1 の付表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■「事業規模の縮小・廃業」理由（記述回答）    ■「市外へ移転」理由（記述回答） 

 

 

 

 

 

 

  

［主な記述］ 

・高齢のため（6件） 

・後継者がいない（2件） 

・まち、顧客の高齢化（2件） 

・業界の縮小傾向（2件） 

・景気が悪く税金が高い 

・公共交通がない 

［主な記述］ 

・人が少ない 

・土地がない 

・現在地にいる理由がない 

・工場が神戸にあるため 

84.6 

84.5 

85.5 

88.4 

50.0 

71.4 

3.2 

2.6 

4.8 

2.3 

1.6 

0.9 

2.4 

2.3 

6.3 

7.8 

3.6 

4.7 

50.0 

2.4 

2.6 

2.4 

2.3 

2.0 

1.7 

1.2 

28.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=253)

個人事業主(N=116)

法人事業主（市内に本店

などの拠点あり）(N=83)

法人事業主（市外に本店

などの拠点あり）(N=43)

その他(N=4)

無回答(N=7)

現在地で、現状のまま事業継続
現在地または市内で、規模を拡大し事業継続
市外へ移転
事業規模の縮小・廃業
その他
無回答

【図 7-1】事業継続の意向 

［その他の主な記述内容］ 

・無理なら考える／・条件があればどこでも移る 
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【表 7-1】業種別事業継続の意向 

上段：件数

下段：％

現在地

で、現状

のまま事

業継続

現在地ま

たは市内

で、規模

を拡大し

事業継続

市外へ移

転

事業規模

の縮小・

廃業

その他 無回答

214       8           4           16         6           5           

84.6% 3.2% 1.6% 6.3% 2.4% 2.0%

30 - - 1 1 -

93.8% - - 3.1% 3.1% -

25 1 - 2 3 -

80.6% 3.2% - 6.5% 9.7% -

医療・福祉 Ｎ＝45 39 2 1 2 1 -

86.7% 4.4% 2.2% 4.4% 2.2% -

建設・製造業 Ｎ＝30 24 - 2 3 - 1

80.0% - 6.7% 10.0% - 3.3%

学術研究・教育 Ｎ＝20 18 1 - 1 - -

90.0% 5.0% - 5.0% - -

飲食等サービス業 Ｎ＝59 48 3 - 6 1 1

81.4% 5.1% - 10.2% 1.7% 1.7%

その他 Ｎ＝29 25         1           1           1           - 1           

86.2% 3.4% 3.4% 3.4% - 3.4%

5           -             -             -             -             2           

71.4% -             -             -             -             28.6%

全体 Ｎ＝253

Ｎ＝32

Ｎ＝31

（医療：30、福祉：11、保育：4）

無回答

不動産業、物品賃貸

業

卸売業、小売業

（建設業：14、製造業：16）

（学術研究,専門・技術サービス業：

12、教育,学習支援業：8）

（飲食サービス業：30、生活関連サービス

業,娯楽業：12、その他サービス業：17）

（電気・ガス・熱供給・水道水：2、情報

通信業：1、運輸業,郵便業：6、金融業,

保険業：2、その他：18）

Ｎ＝7
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８ 新規雇用の実態（可能性）について 

 

○「今のところ新規雇用の予定はない」（56.9%）が最も多いが、「新規雇用を行っている」「条件

が整えば、新規雇用しようと考えている」事業所もあわせて 3 割以上ある。【図 8‐1】 

○経営形態別にみると、「個人事業主」と「法人事業主（市内に本店などの拠点あり）」は「今の

ところ新規雇用の予定はない」が多く、「法人事業主（市外に本店などの拠点あり）」は「新規

雇用を行っている」が多い。【図 8‐1】 

○業種別にみると、他の業種と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 8‐1】 

 ・「新規雇用を行っている」は、“医療・福祉” 

 ・「条件が整えば、新規雇用しようと考えている」は、“建設・製造業” 

 ・「今のところ新規雇用の予定はない」は、“学術研究・教育” 

○「今のところ新規雇用の予定はない」と回答している事業所の理由としては、「人が足りてい

る」「拡大予定はない」「余裕がない」などの記述がみられる。【図 8‐1 の付表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ■「今のところ新規雇用の予定はない」理由（記述回答） 

 

  

［主な記述］ 

・人が足りている（個人事業主だからなど）（41 件） 

・余裕がない（儲かっていないなど）（19 件） 

・高齢、不景気など事業継続が不透明（11 件） 

・拡大予定はない（6件） 

・人材がいない（3件） 

24.9 

8.6 

30.1 

60.5 

25.0 

14.3 

8.7 

6.9 

13.3 

4.7 

14.3 

56.9 

70.7 

50.6 

32.6 

75.0 

42.9 

4.0 

5.2 

3.6 

2.3 

5.5 

8.6 

2.4 

28.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=253)

個人事業主(N=116)

法人事業主（市内に本店

などの拠点あり）(N=83)

法人事業主（市外に本店

などの拠点あり）(N=43)

その他(N=4)

無回答(N=7)

新規雇用を行っている

条件が整えば、新規雇用しようと考えている

今のところ新規雇用の予定はない

その他

無回答

【図 8-1】新規雇用の実態（可能性） 

［その他の主な記述内容］ 
・自分の代で終わり、廃業・縮小予定（4 件） 
・家族経営、1 人で営業（3 件） 
・雇用は不要（2 件） 
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【表 8-1】業種別新規雇用の実態（可能性） 

上段：件数

下段：％

新規雇用

を行って

いる

条件が整

えば、新

規雇用し

ようと考

えている

今のとこ

ろ新規雇

用の予定

はない

その他 無回答

63         22         144       10         14         

24.9% 8.7% 56.9% 4.0% 5.5%

4 2 20 1 5

12.5% 6.3% 62.5% 3.1% 15.6%

5 1 20 3 2

16.1% 3.2% 64.5% 9.7% 6.5%

医療・福祉 Ｎ＝45 19 4 21 -             1

42.2% 8.9% 46.7% - 2.2%

建設・製造業 Ｎ＝30 7 6 16 -             1

23.3% 20.0% 53.3% - 3.3%

学術研究・教育 Ｎ＝20 3 1 16 -             -             

15.0% 5.0% 80.0% - -

飲食等サービス業 Ｎ＝59 16 4 34 4 1           

27.1% 6.8% 57.6% 6.8% 1.7%

その他 Ｎ＝29 8           3           14         2           2           

27.6% 10.3% 48.3% 6.9% 6.9%

1 1 3 -             2

14.3% 14.3% 42.9% - 28.6%
Ｎ＝7

全体 Ｎ＝253

（建設業：14、製造業：16）

Ｎ＝32

Ｎ＝31

（医療：30、福祉：11、保育：4）

無回答

不動産業、物品賃貸

業

卸売業、小売業

（電気・ガス・熱供給・水道水：2、情報

通信業：1、運輸業,郵便業：6、金融業,

保険業：2、その他：18）

（学術研究,専門・技術サービス業：

12、教育,学習支援業：8）

（飲食サービス業：30、生活関連サービス

業,娯楽業：12、その他サービス業：17）
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９ 妊娠・出産・子育てに関する環境整備について    

 

○「特別な配慮は設けていない」（27.7％）が最も多い。「短期時間勤務、フレックスタイムなど

の柔軟な勤務制度を設けている」（19.0％）、「妊娠・出産に関わる休暇制度を設けている」

（17.4％）との回答が約 2 割あるが、妊娠・出産・子育てに関する環境整備は全体として十分

とはいえない。【図 9‐1】 

○業種別にみると、他の業種と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。【表 9‐1】 

 ・「妊娠・出産に関わる休暇制度を設けている」は、“医療・福祉” 

 ・「育児休暇制度を設けている」は、“医療・福祉” 

 ・「短時間勤務、フレックスタイムなど柔軟な勤務制度を設けている」は、“医療・福祉” 

 ・「通勤しやすい職場や負担の軽い業務など勤務内容の変更が可能である」は、“医療・福祉” 

 ・「特別な配慮は設けていない」は、“建設・製造業”と“学術研究・教育” 

○経営形態別にみると、「法人事業主（市外に本店などの拠点あり）」は全般的に妊娠・出産・子

育てに関する環境整備が進んでいるが、「個人事業主」と「法人事業主（市内に本店などの拠点

あり）」は十分とはいえない。【表 9‐2】 

○「特別な配慮は設けていない」理由として、「該当者がいない」「女性がいない」「必要性を感じ

ていない」などの記述がみられる。【図 9‐1 の付表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ■「特別な配慮は設けていない」理由 ※記述回答 

 

 

 

  

［主な記述］ 

・該当者がいない（21 件） 

・女性がいない（7件） 

・雇用者なし（6件） 

・体制が整っていない、整えるのは難しい、人手不足（6件） 

・必要性を感じない（2件） 

・完全喫煙にして受動喫煙を防いでいる 

・個別対応 

・都度、短時間、離脱、休憩で対応 

・一緒に子育てしているから 

27.7%

19.0%

17.4%

15.8%

11.1%

15.8%

25.3%

0% 10% 20% 30%

特別な配慮は設けていない

短期時間勤務、フレックスタイムなどの

柔軟な勤務制度を設けている

妊娠・出産に関わる休暇制度を設けている

育児休暇制度を設けている

通勤しやすい職場や負担の軽い業務など

勤務内容の変更が可能である

その他

無回答

百

【図 9-1】妊娠・出産・子育てに関する環境整備 ※複数回答 

［その他の主な記述内容］ 

・雇用者なし（19 件）／ ・対象者がいない（13 件）／ ・個々の話合いで対応 



19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【表 9-1】業種別妊娠・出産・子育てに関する環境整備 ※複数回答 

【表 9-2】経営形態別妊娠・出産・子育てに関する環境整備 ※複数回答 

上段：件数

下段：％

妊娠・出

産に関わ

る休暇制

度を設け

ている

育児休暇

制度を設

けている

短期時間

勤務、フ

レックスタ

イムなど

の柔軟な

勤務制度

を設けて

いる

通勤しや

すい職場

や負担の

軽い業務

など勤務

内容の変

更が可能

である

特別な配

慮は設け

ていない

その他 無回答

44         40         48         28         70         40         64         

17.4% 15.8% 19.0% 11.1% 27.7% 15.8% 25.3%

3 3 2 -             8 8 12

9.4% 9.4% 6.3% -             25.0% 25.0% 37.5%

3 2 3 3 9 7 10

9.7% 6.5% 9.7% 9.7% 29.0% 22.6% 32.3%

医療・福祉 Ｎ＝45 17 14 21 9           10 2 3

37.8% 31.1% 46.7% 20.0% 22.2% 4.4% 6.7%

建設・製造業 Ｎ＝30 4 3 2 1           12 7 5

13.3% 10.0% 6.7% 3.3% 40.0% 23.3% 16.7%

学術研究・教育 Ｎ＝20 3 2 3 1           7           3 6

15.0% 10.0% 15.0% 5.0% 35.0% 15.0% 30.0%

飲食等サービス業 Ｎ＝59 6 9 10 8 17         9 15

10.2% 15.3% 16.9% 13.6% 28.8% 15.3% 25.4%

その他 Ｎ＝29 7           6           7           5           6           4           9           

24.1% 20.7% 24.1% 17.2% 20.7% 13.8% 31.0%

1           1           -             1           1           -             4           

14.3% 14.3% -             14.3% 14.3% -             57.1%

（飲食サービス業：30、生活関連サービス

業,娯楽業：12、その他サービス業：17）

Ｎ＝32

Ｎ＝31

（医療：30、福祉：11、保育：4）

（電気・ガス・熱供給・水道水：2、情報

通信業：1、運輸業,郵便業：6、金融業,

保険業：2、その他：18）

Ｎ＝7無回答

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸

業

全体 Ｎ＝253

（建設業：14、製造業：16）

（学術研究,専門・技術サービス業：

12、教育,学習支援業：8）

上段：件数

下段：％

妊娠・出

産に関わ

る休暇制

度を設け

ている

育児休暇

制度を設

けている

短期時間

勤務、フ

レックスタ

イムなど

の柔軟な

勤務制度

を設けて

いる

通勤しや

すい職場

や負担の

軽い業務

など勤務

内容の変

更が可能

である

特別な配

慮は設け

ていない

その他 無回答

44         40         48         28         70         40         64         

17.4% 15.8% 19.0% 11.1% 27.7% 15.8% 25.3%

4           1           16         8           33         23         38         

3.4% 0.9% 13.8% 6.9% 28.4% 19.8% 32.8%

16         16         15         9           25         14         18         

19.3% 19.3% 18.1% 10.8% 30.1% 16.9% 21.7%

22         23         17         11         8           2           3           

51.2% 53.5% 39.5% 25.6% 18.6% 4.7% 7.0%

1           -             -             -             2           1           1           

25.0% - - - 50.0% 25.0% 25.0%

1           -             -             -             2           -             4           

14.3% - - - 28.6% - 57.1%

法人事業主（市外に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝43

その他 Ｎ＝4

無回答 Ｎ＝7

全体 Ｎ＝253

個人事業主 Ｎ＝116

法人事業主（市内に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝83
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10 地域への貢献活動について             

 

○「地域のイベントや取り組みに参加・協力している（参加・協力する予定である）」（34.8％）、

「地域の取組みに協賛金等の協力をしている（協力する予定である）」（34.8％）、「自治会等に

参加している（参加する予定である）」（30.0％）がそれぞれ約 3 割程度である。【図 10‐1】 

○経営形態別にみると、「個人事業主」は「自治会等に参加している（参加する予定である）」が

多く、「法人事業主（市外に本店などの拠点あり）」は「地域の取組みに協賛金等の協力をして

いる（協力する予定である）」が多い。【表 10‐1】 

○営業年数別にみると、営業年数が長いほど、「自治会等に参加している（参加する予定であ

る）」「地域の取組みに協賛金等の協力をしている（協力する予定である）」の割合が高く、営業

年数が短いほど、「特に地域貢献活動は行っていない（行う予定はない）」の割合が高くなって

いる。【表 10‐2】 

○「特に地域貢献活動は行っていない（行う予定はない）」理由として、「時間に余裕がない」「情

報がない」「メリットがない」「交流が少ない」などの記述がみられる。【図 10‐1 の付表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

34.8%

34.8%

30.0%

19.4%

17.0%

4.3%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40%

地域のイベントや取り組みに

参加・協力している

（参加・協力する予定である）

地域の取組みに協賛金等の

協力をしている（協力する予定である）

自治会等に参加している

（参加する予定である）

特に地域貢献活動は

行っていない（行う予定はない）

独自に清掃活動を行っている

（行う予定である）

その他

無回答

百

【図 10-1】地域への貢献活動 ※複数回答 

［その他の主な記述内容］ 
・車内放送にて交通安全の啓発 
・周辺の清掃 
・車いす贈呈 
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■「特に地域貢献活動は行っていない（行う予定はない）」理由 ※記述回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［主な記述］ 

・時間に余裕がない（9件） 

・情報がない（6件） 

・メリットがない（2件） 

・主たる業務活動は当地ではない（2件） 

・他事業者とのおりあいが難しい（2件） 

・特に考えていない（2件） 

・交流が少ない 

・豊中市民ではないから 

・個人として参加 

【表 10-1】経営形態別地域への貢献活動 ※複数回答 

【表 10-2】営業年数別地域への貢献活動 ※複数回答 

上段：件数

下段：％

自治会等

に参加し

ている

（参加す

る予定で

ある）

独自に清

掃活動を

行ってい

る（行う

予定であ

る）

地域のイ

ベントや

取り組み

に参加・

協力して

いる（参

加・協力

する予定

である）

地域の取

組みに協

賛金等の

協力をし

ている

（協力す

る予定で

ある）

特に地域

貢献活動

は行って

いない

（行う予

定はな

い）

その他 無回答

76         43         88         88         49         11         15         

30.0% 17.0% 34.8% 34.8% 19.4% 4.3% 5.9%

47         19         45         41         21         4           3           

40.5% 16.4% 38.8% 35.3% 18.1% 3.4% 2.6%

22         15         26         26         18         3           5           

26.5% 18.1% 31.3% 31.3% 21.7% 3.6% 6.0%

4           7           16         19         8           3           2           

9.3% 16.3% 37.2% 44.2% 18.6% 7.0% 4.7%

2           1           1           2           2           1           -             

50.0% 25.0% 25.0% 50.0% 50.0% 25.0% -

1           1           -             -             -             -             5           

14.3% 14.3% - - - - 71.4%
無回答 Ｎ＝7

法人事業主（市内に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝83

法人事業主（市外に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝43

その他 Ｎ＝4

全体 Ｎ＝253

個人事業主 Ｎ＝116

上段：件数

下段：％

自治会等

に参加し

ている

（参加す

る予定で

ある）

独自に清

掃活動を

行ってい

る（行う

予定であ

る）

地域のイ

ベントや

取り組み

に参加・

協力して

いる（参

加・協力

する予定

である）

地域の取

組みに協

賛金等の

協力をし

ている

（協力す

る予定で

ある）

特に地域

貢献活動

は行って

いない

（行う予

定はな

い）

その他 無回答

76         43         88         88         49         11         15         

30.0% 17.0% 34.8% 34.8% 19.4% 4.3% 5.9%

4           2           7           3           7           2           2           

16.7% 8.3% 29.2% 12.5% 29.2% 8.3% 8.3%

12         12         17         19         14         3           4           

18.5% 18.5% 26.2% 29.2% 21.5% 4.6% 6.2%

21         10         26         20         11         2           3           

34.4% 16.4% 42.6% 32.8% 18.0% 3.3% 4.9%

39         19         38         46         15         4           2           

40.2% 19.6% 39.2% 47.4% 15.5% 4.1% 2.1%

-             -             -             -             2           -             4           

-             -             -             -             33.3% -             66.7%

5～9年 Ｎ＝65

無回答 Ｎ＝6

10～19年 Ｎ＝61

20年以上 Ｎ＝97

全体 Ｎ＝253

5年未満 Ｎ＝24
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11 豊中市に期待することについて          

 

○経済的な支援である「補助金や税制等の優遇処置」（33.6%）が最も多い。続いて多いのは「道路

や歩道の整備」（22.5％）と「駐車・駐輪スペースの整備」（20.6％）で、それぞれ約 2 割あり、

環境整備に対する期待が高い。【図 11‐1】 

○経営形態別にみると、他の形態と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。 

【表 11‐1】 

 ・「補助金や税制等の優遇処置」は、「法人事業主（市内に本店などの拠点あり）」 

   ・「人材確保の支援」は、「法人事業主（市外に本店など拠点あり）」 

   ・「駐車・駐輪スペースの整備」は、「法人事業主（市外に本店など拠点あり）」 

○地域別にみると、他の地域と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。 

【表 11‐2】 

 ・「補助金や税制等の優遇処置」は、中部 

   ・「道路や歩道の整備」は、東部 

   ・「事業に必要な情報の提供」は、南部 

   ・「他の事業所等との連携・交流促進にむけた支援」は、東部 

   ・「公共交通の利便性の向上」は、北部と西部 

   ・「研究機関（大学など）との連携支援」は、東部 

   ・「駐車・駐輪スペースの整備」は、北部と中北部 

○業種別にみると、他の業種と比較して割合が目立って高いものは以下のとおりである。 

【表 11‐3】 

 ・「補助金や税制等の優遇処置」は、“建設・製造業” 

 ・「道路や歩道の整備」は、“不動産業、物品賃貸業” 

 ・「人材確保の支援」は、“医療・福祉” 

 ・「他の事業所等との連携・交流促進にむけた支援」は、“医療・福祉” 

・「駐車・駐輪スペースの整備」は、“建設・製造業”  
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【図 11-1】豊中市に期待すること ※複数回答 

33.6%

22.5%

20.6%

14.6%

12.3%

11.9%

6.7%

5.1%

4.3%

3.2%

5.9%

25.3%

0% 10% 20% 30% 40%

補助金や税制等の優遇処置

道路や歩道の整備

駐車・駐輪スペースの整備

人材確保の支援

公共交通の利便性の向上

事業に必要な情報の提供

他の事業所等との

連携・交流促進にむけた支援

事業所の情報発信への支援

研究機関（大学など）との連携支援

住宅と工場の混在防止対策

その他

無回答

百

【表 11-1】経営形態別豊中市に期待すること ※複数回答 

上段：件数

下段：％

補助金や

税制等の

優遇処置

道路や歩

道の整備

人材確保

の支援

事業に必

要な情報

の提供

事業所の

情報発信

への支援

他の事業

所等との

連携・交

流促進に

むけた支

援

公共交通

の利便性

の向上

研究機関

（大学な

ど）との

連携支援

住宅と工

場の混在

防止対策

駐車・駐

輪スペー

スの整備

その他 無回答

85         57         37         30         13         17         31         11         8           52         15         64         

33.6% 22.5% 14.6% 11.9% 5.1% 6.7% 12.3% 4.3% 3.2% 20.6% 5.9% 25.3%

34         30         8           9           4           5           11         5           5           23         8           35         

29.3% 25.9% 6.9% 7.8% 3.4% 4.3% 9.5% 4.3% 4.3% 19.8% 6.9% 30.2%

36         19         18         12         7           6           13         3           2           16         3           16         

43.4% 22.9% 21.7% 14.5% 8.4% 7.2% 15.7% 3.6% 2.4% 19.3% 3.6% 19.3%

12         7           10         7           2           5           7           3           1           12         3           6           

27.9% 16.3% 23.3% 16.3% 4.7% 11.6% 16.3% 7.0% 2.3% 27.9% 7.0% 14.0%

1           1           -             1           -             1           -             -             -             -             -             3           

25.0% 25.0% - 25.0% - 25.0% - - - - - 75.0%

2           -             1           1           -             -             -             -             -             1           1           4           

28.6% - 14.3% 14.3% - - - - - 14.3% 14.3% 57.1%

個人事業主 Ｎ＝116

法人事業主（市内に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝83

法人事業主（市外に本

店などの拠点あり）
Ｎ＝43

その他 Ｎ＝4

無回答 Ｎ＝7

全体 Ｎ＝253

［その他の主な記述内容］ 
・駅前地域の活性化 
・市営住宅の整備 
・空き施設の有効利用・活用の支援 
・学生用アパート等の整備の支援 
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【表 11-2】地域別豊中市に期待すること ※複数回答 

【表 11-3】業種別豊中市に期待すること ※複数回答 

上段：件

数

下段：％

補助金や

税制等の

優遇処置

道路や歩

道の整備

人材確保

の支援

事業に必

要な情報

の提供

事業所の

情報発信

への支援

他の事業

所等との

連携・交

流促進に

むけた支

援

公共交通

の利便性

の向上

研究機関

（大学な

ど）との

連携支援

住宅と工

場の混在

防止対策

駐車・駐

輪スペー

スの整備

その他 無回答

85         57         37         30         13         17         31         11         8           52         15         64         

33.6% 22.5% 14.6% 11.9% 5.1% 6.7% 12.3% 4.3% 3.2% 20.6% 5.9% 25.3%

5           6           3           1           2           -             6           1           1           7           2           6           

21.7% 26.1% 13.0% 4.3% 8.7% -             26.1% 4.3% 4.3% 30.4% 8.7% 26.1%

8           5           2           3           1           3           2           1           -             4           -             3           

36.4% 22.7% 9.1% 13.6% 4.5% 13.6% 9.1% 4.5% -             18.2% -             13.6%

3           5           1           -             -             2           2           2           -             2           -             3           

21.4% 35.7% 7.1% -             -             14.3% 14.3% 14.3% -             14.3% -             21.4%

16         11         9           7           4           6           3           3           1           16         2           14         

30.2% 20.8% 17.0% 13.2% 7.5% 11.3% 5.7% 5.7% 1.9% 30.2% 3.8% 26.4%

25         16         9           10         4           3           7           3           1           14         3           12         

41.7% 26.7% 15.0% 16.7% 6.7% 5.0% 11.7% 5.0% 1.7% 23.3% 5.0% 20.0%

12         10         5           -             -             1           9           1           3           4           4           11         

32.4% 27.0% 13.5% -             -             2.7% 24.3% 2.7% 8.1% 10.8% 10.8% 29.7%

16         4           8           9           2           2           2           -             2           5           4           15         

36.4% 9.1% 18.2% 20.5% 4.5% 4.5% 4.5% -             4.5% 11.4% 9.1% 34.1%

全体 Ｎ＝253

北部 Ｎ＝23

Ｎ＝37

南部 Ｎ＝44

北東部 Ｎ＝22

東部

西部

中北部 Ｎ＝53

中部 Ｎ＝60

Ｎ＝14

上段：件数

下段：％

補助金や

税制等の

優遇処置

道路や歩

道の整備

人材確保

の支援

事業に必

要な情報

の提供

事業所の

情報発信

への支援

他の事業

所等との

連携・交

流促進に

むけた支

援

公共交通

の利便性

の向上

研究機関

（大学な

ど）との

連携支援

住宅と工

場の混在

防止対策

駐車・駐

輪スペー

スの整備

その他 無回答

85         57         37         30         13         17         31         11         8           52         15         64         

33.6% 22.5% 14.6% 11.9% 5.1% 6.7% 12.3% 4.3% 3.2% 20.6% 5.9% 25.3%

13 11 - 3 1 - 5 2 1 4 2 6

40.6% 34.4% - 9.4% 3.1% - 15.6% 6.3% 3.1% 12.5% 6.3% 18.8%

9 7 3 3 1 1 1 - - 7 2 10

29.0% 22.6% 9.7% 9.7% 3.2% 3.2% 3.2% - - 22.6% 6.5% 32.3%

医療・福祉 Ｎ＝45 15 10 13 7 3 8 7 4 1           9 2           8           

33.3% 22.2% 28.9% 15.6% 6.7% 17.8% 15.6% 8.9% 2.2% 20.0% 4.4% 17.8%

建設・製造業 Ｎ＝30 14 4 6 3 1 1 3 1 3 9           3           6           

46.7% 13.3% 20.0% 10.0% 3.3% 3.3% 10.0% 3.3% 10.0% 30.0% 10.0% 20.0%

学術研究・教育 Ｎ＝20 6 6 - 1 - 2           2 - - 2           3 5           

30.0% 30.0% - 5.0% - 10.0% 10.0% - - 10.0% 15.0% 25.0%

飲食等サービス業 Ｎ＝59 19 14 10 9 5 3           6 3 3 17         2           16         

32.2% 23.7% 16.9% 15.3% 8.5% 5.1% 10.2% 5.1% 5.1% 28.8% 3.4% 27.1%

その他 Ｎ＝29 9           3           5           4           2           2           6           1           -             3           1           9           

31.0% 10.3% 17.2% 13.8% 6.9% 6.9% 20.7% 3.4% 0.0% 10.3% 3.4% 31.0%

- 2 - - - - 1 - - 1 - 4

- 28.6% - - - - 14.3% - - 14.3% - 57.1%

（建設業：14、製造業：16）

（学術研究,専門・技術サービス業：

12、教育,学習支援業：8）

（飲食サービス業：30、生活関連サービス

業,娯楽業：12、その他サービス業：17）

（電気・ガス・熱供給・水道水：2、情報

通信業：1、運輸業,郵便業：6、金融業,

保険業：2、その他：18）

無回答 Ｎ＝7

全体 Ｎ＝253

不動産業、物品賃貸

業
Ｎ＝32

卸売業、小売業 Ｎ＝31

（医療：30、福祉：11、保育：4）
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